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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第143期中 第144期中 第145期中 第143期 第144期

会計期間

自　平成18年
　　２月１日
至　平成18年
　　７月31日

自　平成19年
　　２月１日
至　平成19年
　　７月31日

自　平成20年
　　２月１日
至　平成20年
　　７月31日

自　平成18年
　　２月１日
至　平成19年
　　１月31日

自　平成19年
　　２月１日
至　平成20年
　　１月31日

売上高 (千円) 1,945,1901,908,6711,938,2043,762,1893,713,300

経常利益 (千円) 128,430 64,382 82,265 183,298 90,389

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △330,916 60,929 84,364△267,105 81,668

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― 18,623 24,938 14,345 18,623

資本金 (千円) 131,400131,400131,400131,400131,400

発行済株式総数 (株) 2,628,0002,628,0002,628,0002,628,0002,628,000

純資産額 (千円) 3,290,1903,372,7473,414,4293,357,6423,347,214

総資産額 (千円) 5,304,0095,339,9554,925,3635,325,4345,286,884

１株当たり純資産額 (円) 1,264.441,296.261,312.541,290.431,286.63

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) △127.17 23.42 32.43 △102.65 31.39

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 0.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 62.0 63.1 69.3 63.0 63.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 244,933170,493193,703308,042253,379

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △112,561△141,626394,495△389,097△224,205

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,078△25,815△463,214△13,437△39,362

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 937,900727,165838,910724,114713,926

従業員数
(外、平均臨時雇用者
数)

(名)
191
(147)

194
(138)

196
(149)

185
(139)

188
(136)

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成していないので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移
については、記載しておりません。

２　売上高には消費税及び地方消費税(以下、消費税等という。)は含まれておりません。
３　持分法を適用した場合の投資利益については、第143期中は損益等からみて重要性の乏しい関連会社の
みであるため記載を省略しております。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第144期中、第144期及び第145期中は潜在株式
がないため、第143期中及び第143期は潜在株式がなく、かつ中間(当期)純損失が計上されているため、
記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び関連会社)が営んでいる事業内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年７月31日現在

従業員数(名) 196(149)

(注)　臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

 

(2) 労働組合の状況

当社では、全従業員(管理職を除く)が参加して、精養軒従業員組合が結成されております。労使間

は、円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とする信用不安

や、世界的な原油価格の高騰等の影響を受け、景気の回復は弱含みとの観測の中、設備投資にも翳り

が見られるなど、非常に不透明な状況下で推移しました。

当飲食業界におきましては、一連の食品偽装問題は、「食」の安全性や品質に対する消費者のイ

メージダウンを招き、更に資源・原料価格の上昇を受けて、個人消費はますます冷え込み、引き続き

厳しい経営環境となりました。

このような情勢下ではありましたが、当社は上野公園内の博物館・美術館の催し物に合わせた特

別メニューを随時企画する他、夏期営業「屋上ビアガーデン」の営業日数を増やし、さらにスペー

ス拡張による席数の増加をはかるなど、営業の機会を広げ顧客獲得に努めてまいりました。また、平

成20年２月をもって「精進ホテル」(山梨県南都留郡富士河口湖町精進湖畔)を富士急行株式会社

に譲渡し、自社保有物件の見直しと資産効率改善を図りました。

この結果、当中間会計期間の売上高は1,938百万円(前年同期比：1.5％増)となりました。経常利

益は82百万円(前年同期比：27.8％増)、中間純利益は84百万円(前年同期比：38.5％増)となりまし

た。売上高を部門別に見ますとレストランの売上高は1,022百万円(前年同期比：4.6％増)、宴会他

の売上高は916百万円(前年同期比：1.7％減)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、839百万円となり前事業年度

末と比べ125百万円の増加となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と

その要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、194百万円となり前年同期と比べ23百万円の増加となりました。

この主な増加要因は、税引前中間純利益が24百万円増加したことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果得られた資金は、394百万円となり前年同期と比べ536百万円の増加となりまし

た。この主な増加要因は、社債(450百万円)を償還するにあたり定期預金の払戻による収入が440百

万円増加したこと、また、精進ホテルの譲渡により70百万円の収入があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、463百万円となり、前年同期と比べ437百万円増加となりました。

この主な増加要因は、社債(450百万円)の償還による支出であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 収容能力および収容実績

当中間会計期間の収容能力(生産能力)と収容実績は次のとおりであります。

 

営業店 収容能力(人) 収容実績(人) 利用率(％) 前年同期比(％)

上野     

　宴会 182,000 84,281 46 ＋2.9

　レストラン 40,404 109,399 271 △2.1

東京国立博物館     

　レストラン 13,416 92,590 690 ＋45.6

科学博物館     

　レストラン 20,930 130,334 623 ＋1.0

東京都美術館     

　レストラン 36,960 131,819 357 ＋1.4

台東     

　宴会 33,810 11,837 35 △10.6

　レストラン 24,794 18,538 75 ＋10.9

東京文化会館     

　レストラン 30,780 175,413 570 ＋4.9

日本橋     

　レストラン 15,198 26,774 176 △5.5

その他のレストラン 94,418 181,393 192 ＋1.4

合計 492,710 962,378 195 ＋4.5

(注) １　収容能力は各営業店とも客席数に営業日数を乗じて算出しております。

２　前年同期比は、収容実績の対前年同期比を示しております。

 

(2) 受注実績

当社の事業の性格上、受注実績は販売実績と同額のため記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

①　部門別販売実績

当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと次のとおりであります。

 

部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

レストラン 1,022,245 ＋4.6

宴会他 915,959 △1.7

計 1,938,204 ＋1.5

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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②　営業店別販売実績

当中間会計期間の販売実績を営業店別に示すと次のとおりであります。

 

営業店 販売高(千円) 前年同期比(％)

本社 18,310 △4.9

上野 981,961 △1.4

東京国立博物館 103,288 ＋37.2

科学博物館 92,134 △2.0

東京都美術館 143,986 △2.1

台東 56,971 ＋3.3

東京文化会館 216,023 ＋12.4

松屋 53,182 △5.9

読売 31,579 ＋8.1

日本橋 62,208 △7.6

東京大学附属病院 59,717 ＋6.7

船堀 31,409 △8.8

船橋 50,657 △1.4

池袋 23,366 ＋14.0

六本木カレーハウス 5,906 △7.8

市川白馬亭 7,506 ＋29.9

合計 1,938,204 ＋1.5

(注) １　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２　精進ホテルは平成20年２月29日に富士急行株式会社へ譲渡いたしました。

 

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間

会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

② 【発行済株式】
 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年10月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,628,000 2,628,000
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

計 2,628,000 2,628,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年２月１日～
平成20年７月31日

― 2,628 ― 131,400 ― 4,330

 

(5) 【大株主の状況】
平成20年７月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

財団法人福島育英会 東京都中央区日本橋室町１－５－３ 490.0 18.6

福島ビル株式会社 東京都中央区日本橋室町１－５－３ 417.5 15.9

学校法人根津育英会 東京都練馬区豊玉上１－26－１ 388.8 14.8

根　津　公　一 東京都港区 131.7 5.0

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 120.0 4.6

株式会社スキル・パートナー
ズ・インベストメント・
ワークス

東京都港区東新橋１丁目10－１－807 85.5 3.3

高　島　憲　正 東京都荒川区 68.4 2.6

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３－７－１ 60.0 2.3

サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－１ 60.0 2.3

精養軒従業員持株会 東京都台東区上野公園４－58 52.7 2.0

計 ― 1,874.6 71.3
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年７月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 26,600

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式  

2,596,100
25,961同上

単元未満株式 普通株式 5,300 ― 同上

発行済株式総数 2,628,000― ―

総株主の議決権 ― 25,961 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年７月31日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社精養軒

東京都台東区上野公園
４－58

26,600 ― 26,600 1.0

計 ― 26,600 ― 26,600 1.0

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 990 1,000 984 954 997 1,000

最低(円) 988 900 840 885 850 888

(注)　ジャスダック証券取引所の公表したものによっております。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年２月１日か

ら平成19年７月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)の中間

財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  1,767,165   1,358,910   1,783,926   

２　売掛金  100,628   97,953   119,106   

３　たな卸資産  33,769   34,088   31,680   

４　その他  30,873   29,367   36,130   

貸倒引当金  △6,300   △5,700   △6,500   

流動資産合計   1,926,13636.1  1,514,61730.8  1,964,34237.2

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1) 建物  1,105,492   965,407   1,061,263   

(2) 機械及び装
置

 14,993   12,398   14,199   

(3) 工具器具及
び備品

 102,432   92,742   93,132   

(4) 土地  603,198   603,193   603,198   

(5) その他  26,922   16,885   24,100   

有形固定資産
合計

 1,853,036   1,690,624   1,795,892   

２　無形固定資産  2,084   2,023   2,076   

３　投資その他の資
産

          

(1) 投資有価証
券

 799,870   765,838   772,313   

(2) 関係会社株
式

 342,500   342,500   342,500   

(3) 差入保証金  105,329   98,761   98,761   

(4) 長期性預金  300,000   500,000   300,000   

(5) その他  25,000   20,500   22,000   

　　貸倒引当金  △14,000   △9,500   △11,000   

投資その他の
資産
合計

 1,558,699   1,718,098   1,524,574   

固定資産合計   3,413,81963.9  3,410,74669.2  3,322,54262.8

資産合計   5,339,955100.0  4,925,363100.0  5,286,884100.0

           

 

EDINET提出書類

株式会社精養軒(E04763)

半期報告書

13/44



 

  
前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  72,808   87,948   72,574   

２　一年内償還予定社
債

 450,000   ―   450,000   

３　未払法人税等  4,480   3,917   4,102   

４　未払消費税等 ※２ 21,398   23,115   24,813   

５　賞与引当金  40,000   41,000   39,000   

６　その他  200,907   232,567   210,226   

流動負債合計   789,59414.8  388,5497.9  800,71515.2

Ⅱ　固定負債           

１　退職給付引当金  861,178   821,183   835,339   

２　役員退職慰労引当
金

 116,887   126,995   126,694   

３　繰延税金負債  192,282   166,999   169,751   

４　その他  7,267   7,208   7,171   

固定負債合計   1,177,61422.1  1,122,38522.8  1,138,95521.5

負債合計   1,967,20836.9  1,510,93430.7  1,939,67036.7

           

(純資産の部)           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   131,4002.5  131,4002.7  131,4002.5

２　資本剰余金           

(1) 資本準備金  4,330   4,330   4,330   

資本剰余金合計   4,3300.1  4,3300.1  4,3300.1

３　利益剰余金           

(1) 利益準備金  32,850   32,850   32,850   

(2) その他利益剰余
金

          

別途積立金  2,890,000   2,890,000   2,890,000   

繰越利益剰余金  53,482   132,567   61,211   

利益剰余金合計   2,976,33255.7  3,055,41762.0  2,984,06156.4

４　自己株式   △19,587△0.4  △20,137△0.4  △20,007△0.4

株主資本合計   3,092,47557.9  3,171,01064.4  3,099,78458.6

Ⅱ　評価・換算差額等           

　　その他有価証券
　　評価差額金

  280,2725.2  243,4194.9  247,4304.7

評価・換算差額等
合計

  280,2725.2  243,4194.9  247,4304.7

純資産合計   3,372,74763.1  3,414,42969.3  3,347,21463.3

負債純資産合計   5,339,955100.0  4,925,363100.0  5,286,884100.0
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② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   1,908,671100.0  1,938,204100.0  3,713,300100.0

Ⅱ　売上原価   838,73243.9  827,55242.7  1,634,56844.0

売上総利益   1,069,93956.1  1,110,65157.3  2,078,73256.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,014,86453.2  1,040,04353.7  2,005,60854.0

営業利益   55,0752.9  70,6093.6  73,1242.0

Ⅳ　営業外収益 ※１  12,2320.6  15,0220.8  23,1150.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  2,9250.2  3,3650.2  5,8500.2

経常利益   64,3823.3  82,2654.2  90,3892.4

Ⅵ　特別利益 ※３  2,0210.1  3,2990.2  7,0470.2

Ⅶ　特別損失 ※４  4,4750.2  ― ―  13,7380.4

税引前中間(当期)
純利益

  61,9293.2  85,5644.4  83,6982.3

法人税、住民税
及び事業税

  1,0000.1  1,2000.1  2,0300.1

中間(当期)純利益   60,9293.1  84,3644.4  81,6682.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 131,4004,33032,8503,090,000△181,4282,941,422△19,5373,057,615

中間会計期間中の変動額(千円)         

　別途積立金の取崩(千円)    △200,000200,000    

　剰余金の配当(千円)     △26,020△26,020  △26,020

　中間純利益(千円)     60,92960,929  60,929

　自己株式の取得(千円)       △50 △50

株主資本以外の項目の中間会
計
期間中の変動額(純額)(千円)

        

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ― △200,000234,90934,909 △50 34,860

平成19年７月31日残高(千円) 131,4004,33032,8502,890,00053,4822,976,332△ 19,5873,092,475

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他有価証券
評価差額金

平成19年１月31日残高(千円) 300,027 3,357,642 

中間会計期間中の変動額(千円)    

　別途積立金の取崩(千円)    

　剰余金の配当(千円)  △26,020 

　中間純利益(千円)  60,929 

　自己株式の取得(千円)  △50 
株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額(純額)(千円)
△19,755 △19,755 

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△19,755 15,104 

平成19年７月31日残高(千円) 280,272 3,372,747 
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当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成20年１月31日残高(千円) 131,4004,33032,8502,890,00061,2112,984,061△20,0073,099,784

中間会計期間中の変動額(千円)         

　剰余金の配当(千円)     △13,008△13,008  △13,008

　中間純利益(千円)     84,36484,364  84,364

　自己株式の取得(千円)       △130 △130

株主資本以外の項目の中間会
計
期間中の変動額(純額)(千円)

        

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ―  71,35671,356△130 71,226

平成20年７月31日残高(千円) 131,4004,33032,8502,890,000132,5673,055,417△20,1373,171,010

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他有価証券
評価差額金

平成20年１月31日残高(千円) 247,430 3,347,214 

中間会計期間中の変動額(千円)    

　剰余金の配当(千円)  △13,008 

　中間純利益(千円)  84,364 

　自己株式の取得(千円)  △130 
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額)(千円)

△4,011 △4,011 
中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△4,011 67,215 

平成20年７月31日残高(千円) 243,419 3,414,429 
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前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 131,4004,33032,8503,090,000△181,4282,941,422△19,5373,057,615

事業年度中の変動額(千円)         

　別途積立金の取崩(千円)    △200,000200,000 ―  ―

　剰余金の配当(千円)     △39,029△39,029  △39,029

　当期純利益(千円)     81,66881,668  81,668

　自己株式の取得(千円)       △470 △470

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)(千円)

        

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― △200,000242,63942,639△470 42,169

平成20年１月31日残高(千円) 131,4004,33032,8502,890,00061,2112,984,061△20,0073,099,784

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他有価証券
評価差額金

平成19年１月31日残高(千円) 300,027 3,357,642 

事業年度中の変動額(千円)    

　別途積立金の取崩(千円)  ―  

　剰余金の配当(千円)  △39,029 

　当期純利益(千円)  81,668 

　自己株式の取得(千円)  △470 
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)(千円)

△52,597 △52,597 

事業年度中の変動額合計(千円) △52,597 △10,428 

平成20年１月31日残高(千円) 247,430 3,347,214 
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

１　税引前中間(当期)純利益  61,929 85,564 83,698

２　減価償却費  72,505 65,909 147,023

３　減損損失  ― ― 7,831

４　貸倒引当金の減少額  △2,000 △2,300 △4,800

５　賞与引当金の増減額
　　(△は減少)

 △2,000 2,000 △3,000

６　退職給付引当金の減少額  △12,725 △14,156 △38,564

７　役員退職慰労引当金
　　の増減額(△は減少)

 △11,913 300 △2,106

８　受取利息及び配当金  △8,321 △11,457 △15,454

９　固定資産除却損  1,741 ― 3,173

10　社債利息  2,925 3,365 5,850

11　投資有価証券売却益  ― △1,023 △1,956

12　売上債権の増減額
　　(△は増加)

 17,837 21,153 △641

13　たな卸資産の増減額
　　(△は増加)

 △185 △2,408 1,904

14　差入保証金の増減額
　　(△は増加)

 △896 ― 5,672

15　仕入債務の増減額
　　(△は減少)

 △4,071 15,374 △4,306

16　未払消費税等の増減額
　　(△は減少)

 14,784 △1,698 18,198

17　その他  40,264 26,386 42,839

小計  169,874 187,011 245,361

18　利息及び配当金の受取額  8,321 11,457 15,454

19　利息の支払額  △2,925 △3,381 △5,850

20　法人税等の支払額  △4,777 △1,384 △1,586

営業活動による
キャッシュ・フロー

 170,493 193,703 253,379

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

１　定期預金の預入による
支出

 △400,000 △390,000 △1,480,000

２　定期預金の払戻による
収入

 300,000 740,000 1,350,000

３　有形固定資産の取得
による支出

 △40,932 △26,241 △67,650

４　有形固定資産の売却
　　による収入

 ― 70,000 ―

５　投資有価証券の売却
による収入

 ― 1,431 16,000

６　投資有価証券の取得
による支出

 △694 △695 △42,555
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投資活動による
キャッシュ・フロー

 △141,626 394,495 △224,205
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前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

１　社債の償還による支出  ― △450,000 ―

２　配当金の支払額  △25,765 △13,084 △38,892

３　その他  △50 △130 △470

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △25,815 △463,214 △39,362

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
　　(△は減少)

 3,052 124,984 △10,188

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

 724,114 713,926 724,114

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

 727,165 838,910 713,926

     

 

次へ
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①満期保有目的の債券
　　　償却原価法(定額法)
　　②関連会社株式
　　　移動平均法による原価法
　　③その他有価証券
　　　時価のあるもの

　中間決算末日の市場価格等
に基づく時価法
　(評価差額は、全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定)

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①満期保有目的の債券
　　　　同左
　　②関連会社株式
　　　　同左
　　③その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　同左

 
 
 
 
 

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①満期保有目的の債券
　　　　同左
　　②関連会社株式
　　　　同左
　　③その他有価証券
　　　時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基
づく時価法
　(評価差額は、全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定)

　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの
　　　　同左

　　　時価のないもの
　　　　同左

　(2) たな卸資産
　　　先入先出法による原価法

　(2) たな卸資産
　　　　同左

　(2) たな卸資産
　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産
　　　定率法によっております。また、
耐用年数及び残存価額は法人
税法の規定と同一の基準に
よっております。ただし、平成
10年４月１日以降取得した建
物(建物附属設備は除く)につ
いては、定額法によっておりま
す。

　　　なお、取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産に
ついては、３年間で均等償却す
る方法によっております。

２　固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産
　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産
　　　　同左

――――― ――――― (会計方針の変更)
　平成19年度の法人税法の改正
に伴い、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産につ
いては改正後の法人税法に基
づく方法に変更しております。
　なお、この変更による影響額
は軽微であります。

――――― (追加情報)
　平成19年度の法人税法の改正
に伴い、平成19年３月31日以前
に取得した資産については、改
正前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取得
価額の５％に到達した事業年
度の翌事業年度より、取得価額
の５％相当額と備忘価額との
差額を５年間にわたり均等償
却し、減価償却に含めて計上し
ております。
　なお、この変更により営業利
益、経常利益、税引前中間純利
益及び中間純利益はそれぞれ
1,488千円減少しております。

―――――
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前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、また、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づいて計上

しております。

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　(2) 賞与引当金

　　　同左

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

　数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による按分

額をそれぞれ発生の翌期より

費用処理しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　同左

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　また、数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ発生の翌期

より費用処理しております。

　(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上し

ております。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　同左

　(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上してお

ります。

４　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

４　リース取引の処理方法

　　　同左

４　リース取引の処理方法

　　　同左

５　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　中間キャッシュ・フロー計算書

上資金の範囲に含めた現金及び

現金同等物は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であ

ります。

５　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　　同左

５　キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書上資

金の範囲に含めた現金及び現金

同等物は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資でありま

す。
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前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

　(1) 消費税等の会計処理について

　消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる事項

　(1) 消費税等の会計処理について

　　　　同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理について

　　　　同左
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表示方法の変更

 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

(中間貸借対照表)

　「長期性預金」は、前中間会計期間末は、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において資産の総額の100分の５を

超えたため区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間末の「長期性預金」の金額は

100,000千円であります。

―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 

前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

1,856,525千円

※１　有形固定資産減価償却累計額

1,744,024千円

※１　有形固定資産減価償却累計額

1,890,471千円

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等と

して表示しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

―――――

 

(中間損益計算書関係)

 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 788千円

受取配当金 7,532千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

社債利息 2,925千円

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 3,400千円

受取配当金 8,057千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

社債利息 3,365千円

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 4,550千円

受取配当金 10,904千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

社債利息 5,850千円

※３　特別利益のうち重要なもの

貸倒引当金
戻入額

2,021千円

※３　特別利益のうち重要なもの

投資有価証券
売却益

1,023千円

貸倒引当金
戻入額

2,227千円

※３　特別利益のうち重要なもの

投資有価証券
売却益

1,956千円

貸倒引当金
戻入額

5,091千円

※４　特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損 4,475千円

――――― ※４　特別損失のうち重要なもの

減損損失 7,831千円

固定資産除却損 5,907千円
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前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

――――― ――――― 　５　減損損失

　　　当事業年度において当社は、以

下の減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 減損損失

山梨 店舗

建物

構築物

機械及び
装置
工具器具
及び備品

土地

その他

無形固定
資産

7,831千円

合計   7,831千円

　　　資産のグルーピングについては

営業店を基本単位として、また

賃貸資産については物件単位

毎にグルーピングしておりま

す。このうち閉鎖が確定した資

産グループおよび営業活動か

ら生じる損益が継続してマイ

ナスである資産グループにつ

いて、その帳簿価額を回収可能

価額まで減損し当該減少額を

減損損失として特別損失に計

上しました。その内訳は建物が

6,968千円、構築物632千円、機

械及び装置89千円、工具器具及

び備品134千円、土地１千円、無

形固定資産７千円であります。

　　　なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額と使用

価値のうち、いずれか高い方の

金額で測定しており正味売却

価額については不動産鑑定評

価額により評価し、使用価値に

ついては将来キャッシュ・フ

ローを7.1％で割引いて算定し

ております。

　６　減価償却実施額

有形固定資産 72,505千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 65,909千円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 147,023千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2,628,000 ― ― 2,628,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 26,040 45 ― 26,085

 

自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年４月26日

定時株主総会
普通株式 26,020 10

平成19年１月31
日

平成19年４月27
日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるも

の

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年９月21日

取締役会
普通株式

繰越利益
剰余金

13,010 5
平成19年７月31

日
平成19年10月１

日
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当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2,628,000 ― ― 2,628,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 26,467 146 ― 26,613

※自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

 

３　新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年４月25日

定時株主総会
普通株式 13,008 5

平成20年１月31
日

平成20年４月28
日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるも

の

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年９月19日

取締役会
普通株式

繰越利益
剰余金

13,007 5
平成20年７月31

日
平成20年10月１

日

 

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,628,000 ― ― 2,628,000

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 26,040 427 ― 26,467

※自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。
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３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年４月26日

定時株主総会
普通株式 26,020 10

平成19年１月31
日

平成19年４月27
日

平成19年９月21日

取締役会
普通株式 13,010 5

平成19年７月31
日

平成19年10月１
日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年４月25日

定時株主総会
普通株式

繰越利益
剰余金

13,008 5
平成20年１月31

日
平成20年４月28

日

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年７月31日)

現金及び預金 1,767,165千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金

△1,040,000千円

現金及び現金
同等物

727,165千円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成20年７月31日)

現金及び預金 1,358,910千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金

△520,000千円

現金及び現金
同等物

838,910千円

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成20年１月31日)

現金及び預金 1,783,926千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金

△1,070,000千円

現金及び現金
同等物

713,926千円
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(リース取引関係)

 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
工具器具
及び備品

取得価額相当額 21,101千円

減価償却累計額

相当額
13,154千円

中間期末残高

相当額
7,947千円

　

 
工具器具
及び備品

取得価額相当額 16,856千円

減価償却累計額

相当額
8,763千円

中間期末残高

相当額
8,093千円

　

 
工具器具
及び備品

取得価額相当額 13,706千円

減価償却累計額

相当額
7,129千円

期末残高

相当額
6,577千円

(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定

しております。

(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定

しております。

(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,741千円

１年超 5,206千円

合計 7,947千円
 
(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

１年以内 3,136千円

１年超 4,957千円

合計 8,093千円
 
(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

１年以内 2,741千円

１年超 3,836千円

合計 6,577千円
 
(注)　未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,857千円

減価償却費相当額 1,857千円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,634千円

減価償却費相当額 1,634千円

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 2,741千円

減価償却費相当額 2,741千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

(減損損失について)

　　リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について)

　　同左

(減損損失について)

　　同左

 

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社精養軒(E04763)

半期報告書

33/44



(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年７月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

国債・地方債等 100,000 93,770 △6,230

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 126,665 599,219 472,554

 

３　時価評価されていない有価証券

 
中間貸借対照表計上額

(千円)

(1) 関連会社株式 342,500

(2) その他有価証券  

非上場株式 100,650

 

当中間会計期間末(平成20年７月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

国債・地方債等 100,000 95,190 △4,810

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 154,769 565,188 410,419

 

３　時価評価されていない有価証券

 
中間貸借対照表計上額

(千円)

(1) 関連会社株式 342,500

(2) その他有価証券  

非上場株式 100,650
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前事業年度末(平成20年１月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

種類 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

国債・地方債等 100,000 94,290 △5,710

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 154,482 571,663 417,181

 

３　時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額(千円)

(1) 関連会社株式 342,500

(2) その他有価証券  

非上場株式 100,650

 

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成19年７月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

当中間会計期間末(平成20年７月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

前事業年度末(平成20年１月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

該当事項はありません。

 

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

該当事項はありません。
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(持分法損益等)
 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

関連会社に対する投資の金額

 342,500千円

持分法を適用した場合の投資の金

額

 164,705千円

持分法を適用した場合の投資利益

の

金額 18,623千円

関連会社に対する投資の金額

 342,500千円

持分法を適用した場合の投資の金

額

 189,153千円

持分法を適用した場合の投資利益

の

金額 24,938千円

関連会社に対する投資の金額

 342,500千円

持分法を適用した場合の投資の金

額

 164,705千円

持分法を適用した場合の投資利益

の

金額 18,623千円

 

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

該当事項はありません。

 

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

該当事項はありません。
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 (１株当たり情報)
 

前中間会計期間
(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

１株当たり純資産額 1,296.26円１株当たり純資産額 1,312.54円１株当たり純資産額 1,286.63円

１株当たり中間純利

益
23.42円

１株当たり中間純利

益
32.43円

１株当たり当期純利

益
31.39円

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式がな
いため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式がな
いため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、潜在株式がな
いため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

中間貸借対照表(貸借対照
表)の純資産の部の合計額
(千円)

3,372,747 3,414,429 3,347,214

普通株式に係る純資産額
(千円)

3,372,747 3,414,429 3,347,214

差額の主な内訳(千円) ― ― ―

普通株式の発行済株式数
(株)

2,628,000 2,628,000 2,628,000

普通株式の自己株式数(株) 26,085 26,613 26,467

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株)

2,601,915 2,601,387 2,601,533

 

２　１株当たり中間(当期)純利益

 
前中間会計期間

(自　平成19年２月１日
至　平成19年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

前事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

中間損益計算書上の中間
(当期)純利益(千円)

60,929 84,364 81,668

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

60,929 84,364 81,668

普通株式の期中平均株式数
(株)

2,601,943 2,601,475 2,601,823
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(重要な後発事象)

前中間会計期間(自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日)

該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日)

該当事項はありません。

 

前事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

当社は平成20年２月29日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産の譲渡を決議いたしまし

た。

なお、譲渡物件の引渡しは、平成20年３月31日に完了いたしました。

 

１　譲渡理由

山梨県富士河口湖町の以下のリゾートホテルについては、季節営業(７月～10月)のため収益の改

善も難しくなったため、自社保有資産の見直しと資産効率改善を目的とし譲渡を決定したもので

す。

 

２　譲渡資産の内容
 

科目 所在地(面積)又は数量等 帳簿価額 譲渡価額 備考

土地・建物

山梨県南都留郡富士河口湖町
精進字船附511番26外17筆
土地　　　15,800.86㎡
建物　　　　1,970.1㎡

69,893千円 70,000千円山林・宿舎

合計 ― 69,893千円 70,000千円 ―

 

３　譲渡先の概要
 

商号 富士急行株式会社

本店所在地 山梨県富士吉田市新西原５丁目２番１号

設立年月日 大正15年９月18日

代表者 代表取締役社長　堀内光一郎

資本金の額 9,126百万円(平成19年９月30日現在)

大株主
(平成19年９月30日現在)

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数
発行済株式総数
に占める割合

(財)堀内浩庵会 山梨県富士吉田市 12,912千株 11.76％

主な事業内容 運輸業

当社との関係

資本関係 なし

人的関係 なし

取引関係 なし

 

４　譲渡の日程

平成20年２月29日　譲渡契約締結

平成20年３月31日　物件引渡し期日
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(2) 【その他】

第145期(平成20年２月１日から平成21年１月31日まで)中間配当については、平成20年９月19日

開催の取締役会において、平成20年７月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　13,007千円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　５円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成20年10月１日
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第144期)

自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日

 
平成20年４月25日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年10月29日

株　式　会　社　精　養　軒

取締役会　御中

あ　ず　さ　監　査　法　人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　二 ノ 宮　　隆　　雄　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　原　　田　　　　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２の第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社精養軒の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第144期事業年

度の中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社精養軒の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年10月21日

株　式　会　社　精　養　軒

取締役会　御中

あ　ず　さ　監　査　法　人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　二 ノ 宮　　隆　　雄　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　原　　田　　　　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２の第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社精養軒の平成20年２月１日から平成21年１月31日までの第145期事業年

度の中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社精養軒の平成20年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 
※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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